
第１条　さぎんデータ伝送サービス
１．「さぎんデータ伝送サービス」（以下「本サービス」といいます。）は、
佐賀銀行（以下「当行」といいます。）に対し書面による所定の手続を完了
したご利用者（以下「お客さま」といいます。）が自ら占有・管理するパー
ソナルコンピュータ、端末（以下「端末」といいます。）を用いた依頼にも
とづいて行う以下のサービスをいいます。
(1)受付サービス
①総合振込依頼明細の一括受付およびその明細にもとづく振込手続き
②給与・賞与振込依頼明細の一括受付およびその明細にもとづく振込手続き
③口座振替依頼明細の一括受付およびその明細にもとづく振替手続き
④Qネット代金回収・その他収納代行依頼明細の一括受付およびその明細
にもとづく振替手続き
⑤市町村民税および都道府県民税のうち特別徴収分の納付依頼明細の一括
受付およびその明細にもとづく納付手続き

(2)通知・照会サービス
申込書の通知・照会サービス口座について、振込入金明細、入出金明細、
残高を記載したデータをデータ伝送により通知する。

第２条　データの仕様および通信上の規約
　データの仕様および通信上の規約については、当行の定める方法によるもの
とします。

第３条　サービス利用の申込
　「さぎんデータ伝送サービス」でご利用になるサービスの種類は、あらかじ
め「さぎんデータ伝送サービス利用申込書（受付サービス用）」および「さぎ
んデータ伝送サービス利用申込書（通知・照会サービス用）」（以下「申込
書」という。）により当行にお申出ください。変更、解約をされるときも同様
とします。

第４条　サービス取扱時間
　本サービス取扱時間は当行が定めた時間内とします。
　ただし、当行はこの取扱時間をお客さまに事前に通知することなく変更する
場合があります。

第５条　取引店
　当行は、申込書記載の取扱店を取引店としてご利用のサービスを取扱いま
す。

第６条　経費の負担
　お客さまと当行との間の回線接続に要する費用はお客さまのご負担としま
す。

第７条　取扱手数料
１．本サービスのご利用にあたっては、当行所定の契約料、月額基本手数料お
よびご利用サービスにかかる手数料を次の各号によりいただきます。基本手
数料は、普通預金規定、当座勘定規定にかかわらず、預金通帳・払戻請求書
または当座小切手の提出なしに、本サービスの手数料引落し口座から当行所
定の日に自動的に引落します。
(1)契約料・月額基本手数料
当行所定の契約料・月額基本手数料をいただきます。

(2)総合振込サービスにかかる振込手数料
振込指定日毎に振込手数料を指定の資金決済口座から引落します。

(3)給与振込サービスにかかる振込手数料
振込指定日毎に給与振込手数料を指定の資金決済口座から引落します。

(4)預金口座振替手数料
引落済資金をご指定の資金決済口座に入金するときに、預金口座振替手数
料を引落済資金から差引きます。

(5)Ｑネット代金回収・その他収納代行預金口座振替手数料
引落済資金をご指定の資金決済口座に入金するときに、預金口座振替手数
料を引落済資金から差引きます。

(6)住民税納付事務代行手数料
納付日にご指定の資金決済口座から自動的に引落します。

(7)通知・照会サービスにかかる手数料
当月の通知・照会サービス手数料を翌月１０日（休日・祝祭日の場合は翌
営業日）に手数料引落口座から引落します。

２．当行は、基本手数料をお客さまに事前に通知することなく変更することが
できるものとします。基本手数料以外の本サービスにかかる諸手数料につい
ても、新設あるいは改定する場合があります。これらの手数料についても、

当行所定の方法により引落します。

第８条　本人確認
１．当行は、データ伝送により受信した登録番号（センター確認コード、パス
ワード、ファイルアクセスキー）と、届出の登録番号が一致した場合、お客さ
まからの依頼とみなし受付サービスおよび通知・照会サービスを行います。
本人確認に使用する登録番号、その他の本人確認方法の規格、設定数、設定
方法等は当行が定めるものとし、当行が必要とする場合、お客さまの承諾な
しに、これらを変更することができるものとし、変更する場合は書面により通
知します。

２．パスワードおよび暗証番号の管理
(1)パスワードおよび暗証番号は重要な情報です。お客さまがパスワードおよ
び暗証番号を指定する場合は、当行指定の文字数を指定してください。ま
た、パスワードおよび暗証番号の指定にあたっては、生年月日や電話番号
等、第三者から推測可能な番号の指定は避けるとともに、お客さまの責任
において第三者に知られないよう厳重に管理してください。なお、当行は
パスワードおよび暗証番号の照会に対して回答は行いません。また当行行
員がパスワードおよび暗証番号をお尋ねしたりすることはありません。

(2)パスワードおよび暗証番号を失念したり、他人に知られたような場合は、
すみやかに取引店まで届出てください。また、安全性を高めるため、お客
さまご本人でパスワードを定期的に変更してください。なお、当行への届
出前に生じた損害については、当行は責任を負いません。

(3)お客さまがパスワードおよび暗証番号の入力を当行所定の回数連続して
誤った場合は、当行は本サービスの取扱いを中止することができるものと
します。

第９条　総合振込サービス
１．取扱店と預金種目
当行の受託とする取扱店の範囲は、当行の本支店及び「全国銀行デ―タ通信
システム」に加盟している金融機関の国内本支店とし、振込を指定できる預
金種目は普通預金または当座預金とします。

２．振込指定口座の確認
振込のご利用にあたっては、事前に受取人あて振込先銀行、支店名、預金種
目、口座番号、受取人カナ氏名を照会し、確認を行ってください。

３．振込依頼
(1)振込のご依頼は、振込指定日の２営業日前１８時までに行ってください。
(2)振込に当たっては、データ送信後すみやかに振込日、振込件数、金額等を
ファクシミリにより、当行へ通知してください。

(3)当行は、振込データを受信し、ファクシミリで通知された振込日、振込件
数、金額の一致を確認したときをもって、お客さまからのデータ伝送依頼
が確立したものとみなし、データの受付処理を行います。

(4)振込契約は、当行が振込依頼を承認し、振込資金を受領したときに成立す
るものとします。

(5)振込データの送信後においては、原則としてその取消または変更は行わな
いものとします。
なお、振込を取消す場合は、後記第１１条に規定する「振込の組戻し」に
より取扱うものとします。

４．資金決済等
(1)振込金および振込手数料を振込指定日の前営業日までに指定の資金決済口
座（以下「決済口座」といいます。）に入金してください。

(2)当行は、振込指定日に振込金を決済口座から当行所定の方法により引落し
ます。

(3)振込金の引落しにあたり、決済口座の残高が、振込データに記載の振込金
額に満たない場合は、当行は次項の振込処理は行いません。

５．振込処理
(1)当行は、送信された振込データにもとづき振込指定日に振込処理を行いま
す。

(2)当行は、振込受取人に対して入金通知は行いません。

第10条　給与振込・賞与振込サービス
１．取扱店と預金種目
給与受給者の指定できる取扱店の範囲は、当行の本支店及び「全国銀行デ―
タ通信システム」に加盟している金融機関の国内本支店とし、振込を指定で
きる預金種目は普通預金とします。

２．給与振込等は、役員・従業員（以下、「受給者」といいます。）に対する
報酬・給与・賞与（以下、「給与」といいます。）の振込に限ります。

３．振込指定口座の確認
給与の振込を行う受給者については、事前に指定口座番号の確認を行ってく
ださい。

４．振込依頼
(1)給与振込のご依頼は、次の日時までに行ってください。
①振込指定口座が当行分のみの場合は、振込指定日の２営業日前１８時まで
②振込指定口座に他の金融機関が含まれる場合は、振込指定日の３営業日
前１２時まで

(2)振込に当たっては、データ送信後すみやかに振込日、振込件数、金額等を
ファクシミリにより、当行へ通知してください。

(3)当行は、振込データを受信し、ファクシミリで通知された振込日、振込件
数、金額の一致を確認したときをもって、お客さまからのデータ伝送依頼
が確立したものとみなし、データの受付処理を行います。

(4)振込契約は、当行が振込依頼を承認し、振込資金を受領したときに成立す
るものとします。

(5)振込データの送信後においては、依頼内容の取消または変更は行わないも
のとします。なお、振込を取消す場合は、後記第１１条に規定する「振込
の組戻し」により取扱うものとします。

５．資金決済等
(1)振込資金および給与振込手数料を振込指定日の前営業日までに指定の決済
口座に入金してください。

(2)振込資金および給与振込手数料は、当行の普通預金規定、当座勘定規定に
かかわらず、預金通帳、払戻請求書または当座小切手の提出なしに決済口
座から自動的に引落します。

(3)振込資金の引落しができない場合は、当行は次項の振込処理を行いません。

６．振込処理
(1)当行は、送信された振込データにもとづき、振込指定日に振込処理を行い
ます。

(2)当行は、受給者に対して給与振込についての通知は行いません。

７．支払開始時期
受給者に対する給与振込金の支払開始時期は、振込指定日の１０時からとし
ます。
なお、本項は、本条５.「資金決済等」(１)、(２)項のとおり、入金時限まで
に振込資金の入金がある場合のみ該当します。

第11条　振込の組戻し・振込内容の変更
１．当行がお客さまから振込を受付けた後、お客さまが当該振込の組戻しまた
は変更を依頼する場合は、申込代表口座のある当行本支店にて当行所定の方
法により取扱います。

２．当行は、お客さまからの依頼内容にもとづき、組戻し依頼または振込内容
の変更依頼の発信処理を振込先の金融機関に行います。

３．組戻し依頼を受付けた場合でも、振込資金が入金済みの場合等で組戻しが
できないことがあります。この場合には受取人との間で協議してください。

４.「組戻し」の取扱いを行った場合は、当行所定の組戻手数料をいただきます。

第12条　住民税納付事務代行サービス
１．納付指定日
　納付指定日は、毎月１０日（休日の場合は翌営業日）とします。

２．納付依頼
(1)納付のご依頼は、納付指定日の６営業日前午後３時までに送付データの送
信により行ってください。

(2)納付データ送信後においては、その取消または変更は行わないものとしま
す。

(3)納付資金と取扱手数料を納付日の当行所定の日までに指定の資金決済口座
に入金してください。

(4)納付資金、取扱手数料は、当行の普通預金規定、当座勘定規定、納税準備
預金規定にかかわらず、預金通帳、払戻請求書または当座小切手の提出な
しに、決済口座から自動的に引落します。

(5)納付データ送信後すみやかに納付日、納付件数、金額をファクシミリによ
り当行へ通知してください。

(6)当行は、納付データを受信し、ファクシミリで通知された納付日、納付件
数、金額の一致を確認したときをもって、お客さまからのデータ伝送依頼
が確立したものとみなし、データの受付処理を行います。

(7)納付資金の引き落としができない場合、当行は次項の納付処理を行いませ
ん。

３．納付処理
当行は、送信された納付データにもとづき納付指定日に納付処理を行いま

す。

第13条　通知・照会サービス
１．通知内容の訂正
振込依頼人からの訂正依頼、その他の理由により取引内容の変更があった場
合は、すでに通知した内容について、変更または取消すことがあります。

第14条　預金口座振替サービス
　別途契約によります。

第15条　Ｑネット代金回収・その他収納代行サービス
　別途契約によります。

第16条　届出事項の変更等
１．届出事項の変更等
預金口座および本サービスに関する印章、氏名、住所、電話番号、その他の
届出事項に変更があったときは、当行の定める方法（本規定・各種預金規定
およびその他の取引規定で定める方法を含みます。）により直ちに当行に届
出てください。

２．届出の効力
変更の届出は当行の変更処理が終了した後に有効となります。変更処理終了
前に生じた損害等について、当行は責任を負いません。

３．未着の場合の取扱い
前項に定める届出事項の変更の届出がなかったために、当行からの送信、通
知または当行が送付する書類などが延着または到着しなかった場合には、通
常到達すべき時に到達したものとみなします。

第17条　パスワード・暗証番号の盗用・不正使用など
１．パスワード・暗証番号が第三者に知られた場合、またはそのおそれがある
場合（機器の盗難・遺失などの場合を含みます。）、お客さまは当行所定の
時間内に電話等により当行に届出てください。届出の受付により当行は本
サービスの利用を停止します。

２．パスワード・暗証番号の盗用・不正使用により前項の届出の前に生じた損
害について当行は責任を負いません。本サービスの利用を再開するときは当
行に連絡のうえ当行所定の手続をとってください。

第18条　免責事項
１．次の場合において本サービスの取扱いに遅延、不能等があっても、これに
よって生じた損害については、当行は責任を負いません。
(1)システムの変更・災害等の不可抗力、裁判所等公的機関の措置、その他や
むを得ない事由があったとき

(2)当行及び金融機関の共同システムの運営体が相当のシステム安全対策（当
行所定のセキュリティ手段を含みます。）を講じていたにもかかわらず、
システム、端末機または通信回線等の障害が生じたとき

(3)当行以外の金融機関の責に帰すべき事由があったとき

２．本サービスにおいて当行が所定の確認手続により送信者をお客さまとみな
して取扱いを行った場合は、ソフトウェア、端末、パスワード、暗証番号等
につき偽造、変造、盗用または不正使用、その他の事故があっても、そのた
めに生じた損害については、当行は責任を負いません。お客さまは、ソフト
ウェア、端末、パスワード、暗証番号等を第三者に不正使用されないよう厳
重に管理してください。また、ソフトウェア、端末、パスワード、暗証番号
の異常によるエラー、盗難等の事故またはパスワード、暗証番号が漏洩した
おそれがある場合には、当行所定の時間内に当行に届出てください。

３．お客さまは、本サービスの利用にあたりお客さま自身が占有・管理するパ
ソコン等の端末を使用し、自己の責任と負担において端末が正常に稼動する
環境を確保してください。当行はこの規定により端末が正常に稼動すること
を保証するものではありません。端末が正常に稼動しなかったことにより取
引が成立しない場合、または成立した場合、それにより生じた損害について
は、当行は責任を負いません。

４．お客さまが当行に対する届出事項の変更を怠ったことにより生じた損害に
ついては、当行は責任を負いません。なお、届出事項の変更の届出がなかっ
たために、当行からの送信、通知または当行が送付する書類が延着し、また
は到着しなかった場合は、通常到着すべき時に到着したものとみなします。

第19条　解約など
　本サービスは、当行またはお客さまの一方の都合でいつでも解約することが

できるものとします。

１．お客さまによる解約
(1)お客さまによる解約の場合は、当行所定の書面を提出するものとします。
なお、解約の届出は当行の解約手続が終了した後に有効となります。解約
手続終了前に生じた損害については、当行は責任を負いません。

(2)前記の規定にかかわらず、本サービスによる取引で未処理のものが残って
いる等、当行が必要と認めた場合については、即時に解約できない場合が
あります。

２．当行からの解約
(1)当行の都合により本サービスを解約する場合は、お客さまの届出住所宛に
解約の通知を行います。

(2)当行が解約の通知を届出住所にあてて発信し、その通知が延着または到着
しなかった（受領拒否の場合も含みます。）場合は、通常到達すべき時に
到達したものとみなします。

(3)お客さまに以下の各号の事由が一つでも生じたときは、当行はいつでもお
客さまに通知することなく、サービスの全部または一部を中止または解約
することができるものとします。
①支払停止または破産、民事再生手続開始、会社更正手続開始、会社整理
開始もしくは特別清算開始その他今後施行される倒産処理法に基づく倒
産手続開始の申立があったとき
②手形交換所の取引停止処分を受けたとき
③住所変更の届出を怠るなどお客さまの責に帰すべき事由によって、当行
においてお客さまの所在が不明となったとき
④当行に支払うべき所定の手数料等の未払いが生じたとき
⑤１年以上にわたり本サービスの利用がないとき
⑥相続の開始があったとき
⑦解散、その他営業活動を休止したとき
⑧不正にサービスを利用する等、サービスの中止を必要とする相当の事由
が発生したとき
⑨反社会的勢力であることが判明したとき
[1]お客さまが暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から5年を経
過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動
等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等、その他これらに準ずる者
（以下これらを「暴力団員等」という。）に該当し、または次のいず
れかに該当することが判明した場合
Ａ.暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること
Ｂ.暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有す
ること

Ｃ.自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に
損害を加える目的をもってするなど、不当に暴力団員等を利用し
ていると認められる関係を有すること

Ｄ.暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの
関与をしていると認められる関係を有すること

Ｅ.役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に
非難されるべき関係を有すること

[2]お客さまが、自らまたは第三者を利用して次のいずれか一つにでも該
当する行為をした場合
Ａ.暴力的な要求行為
Ｂ.法的な責任を超えた不当な要求行為
Ｃ.取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為
Ｄ.風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当行の信用を毀損
し、または当行の業務を妨害する行為

Ｅ.その他前各号に準ずる行為
⑩その他お客さまが本規定に違反したとき

３．申込口座の解約
申込口座の解約、またはお客さまの都合で申込口座を変更する場合は、本
サービスは解約の扱いとさせていただきますので、ただちに書面により解約
の届出を行ってください。

４．本サービスが解約等により終了した場合には、お客さまは、解約日までに
発生した本サービス利用に伴う当行に対する手数料等の全額を、当行の指示
に従い、一括して支払うものとします。なお、当行は、すでに支払われた基
本手数料等については、払戻しいたしません。

第20条　サービス内容・規定等の変更
１．サービスの追加
本サービスに今後追加するサービスについて、お客さまは新たな申込みなし
に利用できるものとします。
ただし、当行が指定する一部のサービスについてはこの限りではありませ
ん。サービス追加時には本規定を追加・変更する場合があります。

２．サービスの休止
当行は、システムの維持、安全性の維持、その他必要な事由がある場合は、
本サービスを休止することができるものとし、休止時期、期間および内容に

ついては、当行のホームページその他の方法により通知します。

３．サービスの廃止
本サービスの全部または一部について、当行はお客さまに事前に通知するこ
となく廃止することができるものとします。サービスの一部を廃止する場
合、本規定を変更することがあります。

４．規定の変更
当行は、本規定および利用方法（当行の所定事項を含みます。）を変更する
際は、当行本支店の店頭、ダイレクトメール等当行所定の方法により、お客
さまに告知します。また、変更日以降、本サービスを利用する場合は、変更
後の利用規定等を承認したものとして取扱います。なお、当行任意の利用規
定等の変更により生じた損害については、当行は責任を負いません。

第21条　サービスの利用期間
　本サービスの利用期間は、当初申込日から起算して１年間とし、お客さまま
たは当行から特に申出のない限り、契約期間満了の翌日から更に１年間継続さ
れるものとし、以後も同様とします。

第22条　譲渡・質入等の禁止
　本サービスの利用にかかるお客さまの権利および預金等は、譲渡、質入する
ことはできません。

第23条　関連規定の適用・準用
１．本規定に定めのない事項については、当行の普通預金規定、当座勘定規定
等各種預金規定および振込規定等関係する規定により取扱います。これらの
規定と本規定との間で取扱が異なる場合、本サービスに関しては本規定が優
先的に適用されるものとします。

２．本条に定める各規定は当行本支店窓口に備え付けておりますのでご遠慮な
くお申出ください。

第24条　準拠法・合意管轄
　本契約の契約準拠法は日本法とします。本サービスに関する訴訟について
は、当行本店または申込代表口座開設店の所在を管轄する裁判所を管轄裁判所
とします。

（以　上）
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第１条　さぎんデータ伝送サービス
１．「さぎんデータ伝送サービス」（以下「本サービス」といいます。）は、
佐賀銀行（以下「当行」といいます。）に対し書面による所定の手続を完了
したご利用者（以下「お客さま」といいます。）が自ら占有・管理するパー
ソナルコンピュータ、端末（以下「端末」といいます。）を用いた依頼にも
とづいて行う以下のサービスをいいます。
(1)受付サービス
①総合振込依頼明細の一括受付およびその明細にもとづく振込手続き
②給与・賞与振込依頼明細の一括受付およびその明細にもとづく振込手続き
③口座振替依頼明細の一括受付およびその明細にもとづく振替手続き
④Qネット代金回収・その他収納代行依頼明細の一括受付およびその明細
にもとづく振替手続き
⑤市町村民税および都道府県民税のうち特別徴収分の納付依頼明細の一括
受付およびその明細にもとづく納付手続き

(2)通知・照会サービス
申込書の通知・照会サービス口座について、振込入金明細、入出金明細、
残高を記載したデータをデータ伝送により通知する。

第２条　データの仕様および通信上の規約
　データの仕様および通信上の規約については、当行の定める方法によるもの
とします。

第３条　サービス利用の申込
　「さぎんデータ伝送サービス」でご利用になるサービスの種類は、あらかじ
め「さぎんデータ伝送サービス利用申込書（受付サービス用）」および「さぎ
んデータ伝送サービス利用申込書（通知・照会サービス用）」（以下「申込
書」という。）により当行にお申出ください。変更、解約をされるときも同様
とします。

第４条　サービス取扱時間
　本サービス取扱時間は当行が定めた時間内とします。
　ただし、当行はこの取扱時間をお客さまに事前に通知することなく変更する
場合があります。

第５条　取引店
　当行は、申込書記載の取扱店を取引店としてご利用のサービスを取扱いま
す。

第６条　経費の負担
　お客さまと当行との間の回線接続に要する費用はお客さまのご負担としま
す。

第７条　取扱手数料
１．本サービスのご利用にあたっては、当行所定の契約料、月額基本手数料お
よびご利用サービスにかかる手数料を次の各号によりいただきます。基本手
数料は、普通預金規定、当座勘定規定にかかわらず、預金通帳・払戻請求書
または当座小切手の提出なしに、本サービスの手数料引落し口座から当行所
定の日に自動的に引落します。
(1)契約料・月額基本手数料
当行所定の契約料・月額基本手数料をいただきます。

(2)総合振込サービスにかかる振込手数料
振込指定日毎に振込手数料を指定の資金決済口座から引落します。

(3)給与振込サービスにかかる振込手数料
振込指定日毎に給与振込手数料を指定の資金決済口座から引落します。

(4)預金口座振替手数料
引落済資金をご指定の資金決済口座に入金するときに、預金口座振替手数
料を引落済資金から差引きます。

(5)Ｑネット代金回収・その他収納代行預金口座振替手数料
引落済資金をご指定の資金決済口座に入金するときに、預金口座振替手数
料を引落済資金から差引きます。

(6)住民税納付事務代行手数料
納付日にご指定の資金決済口座から自動的に引落します。

(7)通知・照会サービスにかかる手数料
当月の通知・照会サービス手数料を翌月１０日（休日・祝祭日の場合は翌
営業日）に手数料引落口座から引落します。

２．当行は、基本手数料をお客さまに事前に通知することなく変更することが
できるものとします。基本手数料以外の本サービスにかかる諸手数料につい
ても、新設あるいは改定する場合があります。これらの手数料についても、

当行所定の方法により引落します。

第８条　本人確認
１．当行は、データ伝送により受信した登録番号（センター確認コード、パス
ワード、ファイルアクセスキー）と、届出の登録番号が一致した場合、お客さ
まからの依頼とみなし受付サービスおよび通知・照会サービスを行います。
本人確認に使用する登録番号、その他の本人確認方法の規格、設定数、設定
方法等は当行が定めるものとし、当行が必要とする場合、お客さまの承諾な
しに、これらを変更することができるものとし、変更する場合は書面により通
知します。

２．パスワードおよび暗証番号の管理
(1)パスワードおよび暗証番号は重要な情報です。お客さまがパスワードおよ
び暗証番号を指定する場合は、当行指定の文字数を指定してください。ま
た、パスワードおよび暗証番号の指定にあたっては、生年月日や電話番号
等、第三者から推測可能な番号の指定は避けるとともに、お客さまの責任
において第三者に知られないよう厳重に管理してください。なお、当行は
パスワードおよび暗証番号の照会に対して回答は行いません。また当行行
員がパスワードおよび暗証番号をお尋ねしたりすることはありません。

(2)パスワードおよび暗証番号を失念したり、他人に知られたような場合は、
すみやかに取引店まで届出てください。また、安全性を高めるため、お客
さまご本人でパスワードを定期的に変更してください。なお、当行への届
出前に生じた損害については、当行は責任を負いません。

(3)お客さまがパスワードおよび暗証番号の入力を当行所定の回数連続して
誤った場合は、当行は本サービスの取扱いを中止することができるものと
します。

第９条　総合振込サービス
１．取扱店と預金種目
当行の受託とする取扱店の範囲は、当行の本支店及び「全国銀行デ―タ通信
システム」に加盟している金融機関の国内本支店とし、振込を指定できる預
金種目は普通預金または当座預金とします。

２．振込指定口座の確認
振込のご利用にあたっては、事前に受取人あて振込先銀行、支店名、預金種
目、口座番号、受取人カナ氏名を照会し、確認を行ってください。

３．振込依頼
(1)振込のご依頼は、振込指定日の２営業日前１８時までに行ってください。
(2)振込に当たっては、データ送信後すみやかに振込日、振込件数、金額等を
ファクシミリにより、当行へ通知してください。

(3)当行は、振込データを受信し、ファクシミリで通知された振込日、振込件
数、金額の一致を確認したときをもって、お客さまからのデータ伝送依頼
が確立したものとみなし、データの受付処理を行います。

(4)振込契約は、当行が振込依頼を承認し、振込資金を受領したときに成立す
るものとします。

(5)振込データの送信後においては、原則としてその取消または変更は行わな
いものとします。
なお、振込を取消す場合は、後記第１１条に規定する「振込の組戻し」に
より取扱うものとします。

４．資金決済等
(1)振込金および振込手数料を振込指定日の前営業日までに指定の資金決済口
座（以下「決済口座」といいます。）に入金してください。

(2)当行は、振込指定日に振込金を決済口座から当行所定の方法により引落し
ます。

(3)振込金の引落しにあたり、決済口座の残高が、振込データに記載の振込金
額に満たない場合は、当行は次項の振込処理は行いません。

５．振込処理
(1)当行は、送信された振込データにもとづき振込指定日に振込処理を行いま
す。

(2)当行は、振込受取人に対して入金通知は行いません。

第10条　給与振込・賞与振込サービス
１．取扱店と預金種目
給与受給者の指定できる取扱店の範囲は、当行の本支店及び「全国銀行デ―
タ通信システム」に加盟している金融機関の国内本支店とし、振込を指定で
きる預金種目は普通預金とします。

２．給与振込等は、役員・従業員（以下、「受給者」といいます。）に対する
報酬・給与・賞与（以下、「給与」といいます。）の振込に限ります。

３．振込指定口座の確認
給与の振込を行う受給者については、事前に指定口座番号の確認を行ってく
ださい。

４．振込依頼
(1)給与振込のご依頼は、次の日時までに行ってください。
①振込指定口座が当行分のみの場合は、振込指定日の２営業日前１８時まで
②振込指定口座に他の金融機関が含まれる場合は、振込指定日の３営業日
前１２時まで

(2)振込に当たっては、データ送信後すみやかに振込日、振込件数、金額等を
ファクシミリにより、当行へ通知してください。

(3)当行は、振込データを受信し、ファクシミリで通知された振込日、振込件
数、金額の一致を確認したときをもって、お客さまからのデータ伝送依頼
が確立したものとみなし、データの受付処理を行います。

(4)振込契約は、当行が振込依頼を承認し、振込資金を受領したときに成立す
るものとします。

(5)振込データの送信後においては、依頼内容の取消または変更は行わないも
のとします。なお、振込を取消す場合は、後記第１１条に規定する「振込
の組戻し」により取扱うものとします。

５．資金決済等
(1)振込資金および給与振込手数料を振込指定日の前営業日までに指定の決済
口座に入金してください。

(2)振込資金および給与振込手数料は、当行の普通預金規定、当座勘定規定に
かかわらず、預金通帳、払戻請求書または当座小切手の提出なしに決済口
座から自動的に引落します。

(3)振込資金の引落しができない場合は、当行は次項の振込処理を行いません。

６．振込処理
(1)当行は、送信された振込データにもとづき、振込指定日に振込処理を行い
ます。

(2)当行は、受給者に対して給与振込についての通知は行いません。

７．支払開始時期
受給者に対する給与振込金の支払開始時期は、振込指定日の１０時からとし
ます。
なお、本項は、本条５.「資金決済等」(１)、(２)項のとおり、入金時限まで
に振込資金の入金がある場合のみ該当します。

第11条　振込の組戻し・振込内容の変更
１．当行がお客さまから振込を受付けた後、お客さまが当該振込の組戻しまた
は変更を依頼する場合は、申込代表口座のある当行本支店にて当行所定の方
法により取扱います。

２．当行は、お客さまからの依頼内容にもとづき、組戻し依頼または振込内容
の変更依頼の発信処理を振込先の金融機関に行います。

３．組戻し依頼を受付けた場合でも、振込資金が入金済みの場合等で組戻しが
できないことがあります。この場合には受取人との間で協議してください。

４.「組戻し」の取扱いを行った場合は、当行所定の組戻手数料をいただきます。

第12条　住民税納付事務代行サービス
１．納付指定日
　納付指定日は、毎月１０日（休日の場合は翌営業日）とします。

２．納付依頼
(1)納付のご依頼は、納付指定日の６営業日前午後３時までに送付データの送
信により行ってください。

(2)納付データ送信後においては、その取消または変更は行わないものとしま
す。

(3)納付資金と取扱手数料を納付日の当行所定の日までに指定の資金決済口座
に入金してください。

(4)納付資金、取扱手数料は、当行の普通預金規定、当座勘定規定、納税準備
預金規定にかかわらず、預金通帳、払戻請求書または当座小切手の提出な
しに、決済口座から自動的に引落します。

(5)納付データ送信後すみやかに納付日、納付件数、金額をファクシミリによ
り当行へ通知してください。

(6)当行は、納付データを受信し、ファクシミリで通知された納付日、納付件
数、金額の一致を確認したときをもって、お客さまからのデータ伝送依頼
が確立したものとみなし、データの受付処理を行います。

(7)納付資金の引き落としができない場合、当行は次項の納付処理を行いませ
ん。

３．納付処理
当行は、送信された納付データにもとづき納付指定日に納付処理を行いま

す。

第13条　通知・照会サービス
１．通知内容の訂正
振込依頼人からの訂正依頼、その他の理由により取引内容の変更があった場
合は、すでに通知した内容について、変更または取消すことがあります。

第14条　預金口座振替サービス
　別途契約によります。

第15条　Ｑネット代金回収・その他収納代行サービス
　別途契約によります。

第16条　届出事項の変更等
１．届出事項の変更等
預金口座および本サービスに関する印章、氏名、住所、電話番号、その他の
届出事項に変更があったときは、当行の定める方法（本規定・各種預金規定
およびその他の取引規定で定める方法を含みます。）により直ちに当行に届
出てください。

２．届出の効力
変更の届出は当行の変更処理が終了した後に有効となります。変更処理終了
前に生じた損害等について、当行は責任を負いません。

３．未着の場合の取扱い
前項に定める届出事項の変更の届出がなかったために、当行からの送信、通
知または当行が送付する書類などが延着または到着しなかった場合には、通
常到達すべき時に到達したものとみなします。

第17条　パスワード・暗証番号の盗用・不正使用など
１．パスワード・暗証番号が第三者に知られた場合、またはそのおそれがある
場合（機器の盗難・遺失などの場合を含みます。）、お客さまは当行所定の
時間内に電話等により当行に届出てください。届出の受付により当行は本
サービスの利用を停止します。

２．パスワード・暗証番号の盗用・不正使用により前項の届出の前に生じた損
害について当行は責任を負いません。本サービスの利用を再開するときは当
行に連絡のうえ当行所定の手続をとってください。

第18条　免責事項
１．次の場合において本サービスの取扱いに遅延、不能等があっても、これに
よって生じた損害については、当行は責任を負いません。
(1)システムの変更・災害等の不可抗力、裁判所等公的機関の措置、その他や
むを得ない事由があったとき

(2)当行及び金融機関の共同システムの運営体が相当のシステム安全対策（当
行所定のセキュリティ手段を含みます。）を講じていたにもかかわらず、
システム、端末機または通信回線等の障害が生じたとき

(3)当行以外の金融機関の責に帰すべき事由があったとき

２．本サービスにおいて当行が所定の確認手続により送信者をお客さまとみな
して取扱いを行った場合は、ソフトウェア、端末、パスワード、暗証番号等
につき偽造、変造、盗用または不正使用、その他の事故があっても、そのた
めに生じた損害については、当行は責任を負いません。お客さまは、ソフト
ウェア、端末、パスワード、暗証番号等を第三者に不正使用されないよう厳
重に管理してください。また、ソフトウェア、端末、パスワード、暗証番号
の異常によるエラー、盗難等の事故またはパスワード、暗証番号が漏洩した
おそれがある場合には、当行所定の時間内に当行に届出てください。

３．お客さまは、本サービスの利用にあたりお客さま自身が占有・管理するパ
ソコン等の端末を使用し、自己の責任と負担において端末が正常に稼動する
環境を確保してください。当行はこの規定により端末が正常に稼動すること
を保証するものではありません。端末が正常に稼動しなかったことにより取
引が成立しない場合、または成立した場合、それにより生じた損害について
は、当行は責任を負いません。

４．お客さまが当行に対する届出事項の変更を怠ったことにより生じた損害に
ついては、当行は責任を負いません。なお、届出事項の変更の届出がなかっ
たために、当行からの送信、通知または当行が送付する書類が延着し、また
は到着しなかった場合は、通常到着すべき時に到着したものとみなします。

第19条　解約など
　本サービスは、当行またはお客さまの一方の都合でいつでも解約することが

できるものとします。

１．お客さまによる解約
(1)お客さまによる解約の場合は、当行所定の書面を提出するものとします。
なお、解約の届出は当行の解約手続が終了した後に有効となります。解約
手続終了前に生じた損害については、当行は責任を負いません。

(2)前記の規定にかかわらず、本サービスによる取引で未処理のものが残って
いる等、当行が必要と認めた場合については、即時に解約できない場合が
あります。

２．当行からの解約
(1)当行の都合により本サービスを解約する場合は、お客さまの届出住所宛に
解約の通知を行います。

(2)当行が解約の通知を届出住所にあてて発信し、その通知が延着または到着
しなかった（受領拒否の場合も含みます。）場合は、通常到達すべき時に
到達したものとみなします。

(3)お客さまに以下の各号の事由が一つでも生じたときは、当行はいつでもお
客さまに通知することなく、サービスの全部または一部を中止または解約
することができるものとします。
①支払停止または破産、民事再生手続開始、会社更正手続開始、会社整理
開始もしくは特別清算開始その他今後施行される倒産処理法に基づく倒
産手続開始の申立があったとき
②手形交換所の取引停止処分を受けたとき
③住所変更の届出を怠るなどお客さまの責に帰すべき事由によって、当行
においてお客さまの所在が不明となったとき
④当行に支払うべき所定の手数料等の未払いが生じたとき
⑤１年以上にわたり本サービスの利用がないとき
⑥相続の開始があったとき
⑦解散、その他営業活動を休止したとき
⑧不正にサービスを利用する等、サービスの中止を必要とする相当の事由
が発生したとき
⑨反社会的勢力であることが判明したとき
[1]お客さまが暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から5年を経
過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動
等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等、その他これらに準ずる者
（以下これらを「暴力団員等」という。）に該当し、または次のいず
れかに該当することが判明した場合
Ａ.暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること
Ｂ.暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有す
ること

Ｃ.自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に
損害を加える目的をもってするなど、不当に暴力団員等を利用し
ていると認められる関係を有すること

Ｄ.暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの
関与をしていると認められる関係を有すること

Ｅ.役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に
非難されるべき関係を有すること

[2]お客さまが、自らまたは第三者を利用して次のいずれか一つにでも該
当する行為をした場合
Ａ.暴力的な要求行為
Ｂ.法的な責任を超えた不当な要求行為
Ｃ.取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為
Ｄ.風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当行の信用を毀損
し、または当行の業務を妨害する行為

Ｅ.その他前各号に準ずる行為
⑩その他お客さまが本規定に違反したとき

３．申込口座の解約
申込口座の解約、またはお客さまの都合で申込口座を変更する場合は、本
サービスは解約の扱いとさせていただきますので、ただちに書面により解約
の届出を行ってください。

４．本サービスが解約等により終了した場合には、お客さまは、解約日までに
発生した本サービス利用に伴う当行に対する手数料等の全額を、当行の指示
に従い、一括して支払うものとします。なお、当行は、すでに支払われた基
本手数料等については、払戻しいたしません。

第20条　サービス内容・規定等の変更
１．サービスの追加
本サービスに今後追加するサービスについて、お客さまは新たな申込みなし
に利用できるものとします。
ただし、当行が指定する一部のサービスについてはこの限りではありませ
ん。サービス追加時には本規定を追加・変更する場合があります。

２．サービスの休止
当行は、システムの維持、安全性の維持、その他必要な事由がある場合は、
本サービスを休止することができるものとし、休止時期、期間および内容に

ついては、当行のホームページその他の方法により通知します。

３．サービスの廃止
本サービスの全部または一部について、当行はお客さまに事前に通知するこ
となく廃止することができるものとします。サービスの一部を廃止する場
合、本規定を変更することがあります。

４．規定の変更
当行は、本規定および利用方法（当行の所定事項を含みます。）を変更する
際は、当行本支店の店頭、ダイレクトメール等当行所定の方法により、お客
さまに告知します。また、変更日以降、本サービスを利用する場合は、変更
後の利用規定等を承認したものとして取扱います。なお、当行任意の利用規
定等の変更により生じた損害については、当行は責任を負いません。

第21条　サービスの利用期間
　本サービスの利用期間は、当初申込日から起算して１年間とし、お客さまま
たは当行から特に申出のない限り、契約期間満了の翌日から更に１年間継続さ
れるものとし、以後も同様とします。

第22条　譲渡・質入等の禁止
　本サービスの利用にかかるお客さまの権利および預金等は、譲渡、質入する
ことはできません。

第23条　関連規定の適用・準用
１．本規定に定めのない事項については、当行の普通預金規定、当座勘定規定
等各種預金規定および振込規定等関係する規定により取扱います。これらの
規定と本規定との間で取扱が異なる場合、本サービスに関しては本規定が優
先的に適用されるものとします。

２．本条に定める各規定は当行本支店窓口に備え付けておりますのでご遠慮な
くお申出ください。

第24条　準拠法・合意管轄
　本契約の契約準拠法は日本法とします。本サービスに関する訴訟について
は、当行本店または申込代表口座開設店の所在を管轄する裁判所を管轄裁判所
とします。

（以　上）
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第１条　さぎんデータ伝送サービス
１．「さぎんデータ伝送サービス」（以下「本サービス」といいます。）は、
佐賀銀行（以下「当行」といいます。）に対し書面による所定の手続を完了
したご利用者（以下「お客さま」といいます。）が自ら占有・管理するパー
ソナルコンピュータ、端末（以下「端末」といいます。）を用いた依頼にも
とづいて行う以下のサービスをいいます。
(1)受付サービス
①総合振込依頼明細の一括受付およびその明細にもとづく振込手続き
②給与・賞与振込依頼明細の一括受付およびその明細にもとづく振込手続き
③口座振替依頼明細の一括受付およびその明細にもとづく振替手続き
④Qネット代金回収・その他収納代行依頼明細の一括受付およびその明細
にもとづく振替手続き
⑤市町村民税および都道府県民税のうち特別徴収分の納付依頼明細の一括
受付およびその明細にもとづく納付手続き

(2)通知・照会サービス
申込書の通知・照会サービス口座について、振込入金明細、入出金明細、
残高を記載したデータをデータ伝送により通知する。

第２条　データの仕様および通信上の規約
　データの仕様および通信上の規約については、当行の定める方法によるもの
とします。

第３条　サービス利用の申込
　「さぎんデータ伝送サービス」でご利用になるサービスの種類は、あらかじ
め「さぎんデータ伝送サービス利用申込書（受付サービス用）」および「さぎ
んデータ伝送サービス利用申込書（通知・照会サービス用）」（以下「申込
書」という。）により当行にお申出ください。変更、解約をされるときも同様
とします。

第４条　サービス取扱時間
　本サービス取扱時間は当行が定めた時間内とします。
　ただし、当行はこの取扱時間をお客さまに事前に通知することなく変更する
場合があります。

第５条　取引店
　当行は、申込書記載の取扱店を取引店としてご利用のサービスを取扱いま
す。

第６条　経費の負担
　お客さまと当行との間の回線接続に要する費用はお客さまのご負担としま
す。

第７条　取扱手数料
１．本サービスのご利用にあたっては、当行所定の契約料、月額基本手数料お
よびご利用サービスにかかる手数料を次の各号によりいただきます。基本手
数料は、普通預金規定、当座勘定規定にかかわらず、預金通帳・払戻請求書
または当座小切手の提出なしに、本サービスの手数料引落し口座から当行所
定の日に自動的に引落します。
(1)契約料・月額基本手数料
当行所定の契約料・月額基本手数料をいただきます。

(2)総合振込サービスにかかる振込手数料
振込指定日毎に振込手数料を指定の資金決済口座から引落します。

(3)給与振込サービスにかかる振込手数料
振込指定日毎に給与振込手数料を指定の資金決済口座から引落します。

(4)預金口座振替手数料
引落済資金をご指定の資金決済口座に入金するときに、預金口座振替手数
料を引落済資金から差引きます。

(5)Ｑネット代金回収・その他収納代行預金口座振替手数料
引落済資金をご指定の資金決済口座に入金するときに、預金口座振替手数
料を引落済資金から差引きます。

(6)住民税納付事務代行手数料
納付日にご指定の資金決済口座から自動的に引落します。

(7)通知・照会サービスにかかる手数料
当月の通知・照会サービス手数料を翌月１０日（休日・祝祭日の場合は翌
営業日）に手数料引落口座から引落します。

２．当行は、基本手数料をお客さまに事前に通知することなく変更することが
できるものとします。基本手数料以外の本サービスにかかる諸手数料につい
ても、新設あるいは改定する場合があります。これらの手数料についても、

当行所定の方法により引落します。

第８条　本人確認
１．当行は、データ伝送により受信した登録番号（センター確認コード、パス
ワード、ファイルアクセスキー）と、届出の登録番号が一致した場合、お客さ
まからの依頼とみなし受付サービスおよび通知・照会サービスを行います。
本人確認に使用する登録番号、その他の本人確認方法の規格、設定数、設定
方法等は当行が定めるものとし、当行が必要とする場合、お客さまの承諾な
しに、これらを変更することができるものとし、変更する場合は書面により通
知します。

２．パスワードおよび暗証番号の管理
(1)パスワードおよび暗証番号は重要な情報です。お客さまがパスワードおよ
び暗証番号を指定する場合は、当行指定の文字数を指定してください。ま
た、パスワードおよび暗証番号の指定にあたっては、生年月日や電話番号
等、第三者から推測可能な番号の指定は避けるとともに、お客さまの責任
において第三者に知られないよう厳重に管理してください。なお、当行は
パスワードおよび暗証番号の照会に対して回答は行いません。また当行行
員がパスワードおよび暗証番号をお尋ねしたりすることはありません。

(2)パスワードおよび暗証番号を失念したり、他人に知られたような場合は、
すみやかに取引店まで届出てください。また、安全性を高めるため、お客
さまご本人でパスワードを定期的に変更してください。なお、当行への届
出前に生じた損害については、当行は責任を負いません。

(3)お客さまがパスワードおよび暗証番号の入力を当行所定の回数連続して
誤った場合は、当行は本サービスの取扱いを中止することができるものと
します。

第９条　総合振込サービス
１．取扱店と預金種目
当行の受託とする取扱店の範囲は、当行の本支店及び「全国銀行デ―タ通信
システム」に加盟している金融機関の国内本支店とし、振込を指定できる預
金種目は普通預金または当座預金とします。

２．振込指定口座の確認
振込のご利用にあたっては、事前に受取人あて振込先銀行、支店名、預金種
目、口座番号、受取人カナ氏名を照会し、確認を行ってください。

３．振込依頼
(1)振込のご依頼は、振込指定日の２営業日前１８時までに行ってください。
(2)振込に当たっては、データ送信後すみやかに振込日、振込件数、金額等を
ファクシミリにより、当行へ通知してください。

(3)当行は、振込データを受信し、ファクシミリで通知された振込日、振込件
数、金額の一致を確認したときをもって、お客さまからのデータ伝送依頼
が確立したものとみなし、データの受付処理を行います。

(4)振込契約は、当行が振込依頼を承認し、振込資金を受領したときに成立す
るものとします。

(5)振込データの送信後においては、原則としてその取消または変更は行わな
いものとします。
なお、振込を取消す場合は、後記第１１条に規定する「振込の組戻し」に
より取扱うものとします。

４．資金決済等
(1)振込金および振込手数料を振込指定日の前営業日までに指定の資金決済口
座（以下「決済口座」といいます。）に入金してください。

(2)当行は、振込指定日に振込金を決済口座から当行所定の方法により引落し
ます。

(3)振込金の引落しにあたり、決済口座の残高が、振込データに記載の振込金
額に満たない場合は、当行は次項の振込処理は行いません。

５．振込処理
(1)当行は、送信された振込データにもとづき振込指定日に振込処理を行いま
す。

(2)当行は、振込受取人に対して入金通知は行いません。

第10条　給与振込・賞与振込サービス
１．取扱店と預金種目
給与受給者の指定できる取扱店の範囲は、当行の本支店及び「全国銀行デ―
タ通信システム」に加盟している金融機関の国内本支店とし、振込を指定で
きる預金種目は普通預金とします。

２．給与振込等は、役員・従業員（以下、「受給者」といいます。）に対する
報酬・給与・賞与（以下、「給与」といいます。）の振込に限ります。

３．振込指定口座の確認
給与の振込を行う受給者については、事前に指定口座番号の確認を行ってく
ださい。

４．振込依頼
(1)給与振込のご依頼は、次の日時までに行ってください。
①振込指定口座が当行分のみの場合は、振込指定日の２営業日前１８時まで
②振込指定口座に他の金融機関が含まれる場合は、振込指定日の３営業日
前１２時まで

(2)振込に当たっては、データ送信後すみやかに振込日、振込件数、金額等を
ファクシミリにより、当行へ通知してください。

(3)当行は、振込データを受信し、ファクシミリで通知された振込日、振込件
数、金額の一致を確認したときをもって、お客さまからのデータ伝送依頼
が確立したものとみなし、データの受付処理を行います。

(4)振込契約は、当行が振込依頼を承認し、振込資金を受領したときに成立す
るものとします。

(5)振込データの送信後においては、依頼内容の取消または変更は行わないも
のとします。なお、振込を取消す場合は、後記第１１条に規定する「振込
の組戻し」により取扱うものとします。

５．資金決済等
(1)振込資金および給与振込手数料を振込指定日の前営業日までに指定の決済
口座に入金してください。

(2)振込資金および給与振込手数料は、当行の普通預金規定、当座勘定規定に
かかわらず、預金通帳、払戻請求書または当座小切手の提出なしに決済口
座から自動的に引落します。

(3)振込資金の引落しができない場合は、当行は次項の振込処理を行いません。

６．振込処理
(1)当行は、送信された振込データにもとづき、振込指定日に振込処理を行い
ます。

(2)当行は、受給者に対して給与振込についての通知は行いません。

７．支払開始時期
受給者に対する給与振込金の支払開始時期は、振込指定日の１０時からとし
ます。
なお、本項は、本条５.「資金決済等」(１)、(２)項のとおり、入金時限まで
に振込資金の入金がある場合のみ該当します。

第11条　振込の組戻し・振込内容の変更
１．当行がお客さまから振込を受付けた後、お客さまが当該振込の組戻しまた
は変更を依頼する場合は、申込代表口座のある当行本支店にて当行所定の方
法により取扱います。

２．当行は、お客さまからの依頼内容にもとづき、組戻し依頼または振込内容
の変更依頼の発信処理を振込先の金融機関に行います。

３．組戻し依頼を受付けた場合でも、振込資金が入金済みの場合等で組戻しが
できないことがあります。この場合には受取人との間で協議してください。

４.「組戻し」の取扱いを行った場合は、当行所定の組戻手数料をいただきます。

第12条　住民税納付事務代行サービス
１．納付指定日
　納付指定日は、毎月１０日（休日の場合は翌営業日）とします。

２．納付依頼
(1)納付のご依頼は、納付指定日の６営業日前午後３時までに送付データの送
信により行ってください。

(2)納付データ送信後においては、その取消または変更は行わないものとしま
す。

(3)納付資金と取扱手数料を納付日の当行所定の日までに指定の資金決済口座
に入金してください。

(4)納付資金、取扱手数料は、当行の普通預金規定、当座勘定規定、納税準備
預金規定にかかわらず、預金通帳、払戻請求書または当座小切手の提出な
しに、決済口座から自動的に引落します。

(5)納付データ送信後すみやかに納付日、納付件数、金額をファクシミリによ
り当行へ通知してください。

(6)当行は、納付データを受信し、ファクシミリで通知された納付日、納付件
数、金額の一致を確認したときをもって、お客さまからのデータ伝送依頼
が確立したものとみなし、データの受付処理を行います。

(7)納付資金の引き落としができない場合、当行は次項の納付処理を行いませ
ん。

３．納付処理
当行は、送信された納付データにもとづき納付指定日に納付処理を行いま

す。

第13条　通知・照会サービス
１．通知内容の訂正
振込依頼人からの訂正依頼、その他の理由により取引内容の変更があった場
合は、すでに通知した内容について、変更または取消すことがあります。

第14条　預金口座振替サービス
　別途契約によります。

第15条　Ｑネット代金回収・その他収納代行サービス
　別途契約によります。

第16条　届出事項の変更等
１．届出事項の変更等
預金口座および本サービスに関する印章、氏名、住所、電話番号、その他の
届出事項に変更があったときは、当行の定める方法（本規定・各種預金規定
およびその他の取引規定で定める方法を含みます。）により直ちに当行に届
出てください。

２．届出の効力
変更の届出は当行の変更処理が終了した後に有効となります。変更処理終了
前に生じた損害等について、当行は責任を負いません。

３．未着の場合の取扱い
前項に定める届出事項の変更の届出がなかったために、当行からの送信、通
知または当行が送付する書類などが延着または到着しなかった場合には、通
常到達すべき時に到達したものとみなします。

第17条　パスワード・暗証番号の盗用・不正使用など
１．パスワード・暗証番号が第三者に知られた場合、またはそのおそれがある
場合（機器の盗難・遺失などの場合を含みます。）、お客さまは当行所定の
時間内に電話等により当行に届出てください。届出の受付により当行は本
サービスの利用を停止します。

２．パスワード・暗証番号の盗用・不正使用により前項の届出の前に生じた損
害について当行は責任を負いません。本サービスの利用を再開するときは当
行に連絡のうえ当行所定の手続をとってください。

第18条　免責事項
１．次の場合において本サービスの取扱いに遅延、不能等があっても、これに
よって生じた損害については、当行は責任を負いません。
(1)システムの変更・災害等の不可抗力、裁判所等公的機関の措置、その他や
むを得ない事由があったとき

(2)当行及び金融機関の共同システムの運営体が相当のシステム安全対策（当
行所定のセキュリティ手段を含みます。）を講じていたにもかかわらず、
システム、端末機または通信回線等の障害が生じたとき

(3)当行以外の金融機関の責に帰すべき事由があったとき

２．本サービスにおいて当行が所定の確認手続により送信者をお客さまとみな
して取扱いを行った場合は、ソフトウェア、端末、パスワード、暗証番号等
につき偽造、変造、盗用または不正使用、その他の事故があっても、そのた
めに生じた損害については、当行は責任を負いません。お客さまは、ソフト
ウェア、端末、パスワード、暗証番号等を第三者に不正使用されないよう厳
重に管理してください。また、ソフトウェア、端末、パスワード、暗証番号
の異常によるエラー、盗難等の事故またはパスワード、暗証番号が漏洩した
おそれがある場合には、当行所定の時間内に当行に届出てください。

３．お客さまは、本サービスの利用にあたりお客さま自身が占有・管理するパ
ソコン等の端末を使用し、自己の責任と負担において端末が正常に稼動する
環境を確保してください。当行はこの規定により端末が正常に稼動すること
を保証するものではありません。端末が正常に稼動しなかったことにより取
引が成立しない場合、または成立した場合、それにより生じた損害について
は、当行は責任を負いません。

４．お客さまが当行に対する届出事項の変更を怠ったことにより生じた損害に
ついては、当行は責任を負いません。なお、届出事項の変更の届出がなかっ
たために、当行からの送信、通知または当行が送付する書類が延着し、また
は到着しなかった場合は、通常到着すべき時に到着したものとみなします。

第19条　解約など
　本サービスは、当行またはお客さまの一方の都合でいつでも解約することが

できるものとします。

１．お客さまによる解約
(1)お客さまによる解約の場合は、当行所定の書面を提出するものとします。
なお、解約の届出は当行の解約手続が終了した後に有効となります。解約
手続終了前に生じた損害については、当行は責任を負いません。

(2)前記の規定にかかわらず、本サービスによる取引で未処理のものが残って
いる等、当行が必要と認めた場合については、即時に解約できない場合が
あります。

２．当行からの解約
(1)当行の都合により本サービスを解約する場合は、お客さまの届出住所宛に
解約の通知を行います。

(2)当行が解約の通知を届出住所にあてて発信し、その通知が延着または到着
しなかった（受領拒否の場合も含みます。）場合は、通常到達すべき時に
到達したものとみなします。

(3)お客さまに以下の各号の事由が一つでも生じたときは、当行はいつでもお
客さまに通知することなく、サービスの全部または一部を中止または解約
することができるものとします。
①支払停止または破産、民事再生手続開始、会社更正手続開始、会社整理
開始もしくは特別清算開始その他今後施行される倒産処理法に基づく倒
産手続開始の申立があったとき
②手形交換所の取引停止処分を受けたとき
③住所変更の届出を怠るなどお客さまの責に帰すべき事由によって、当行
においてお客さまの所在が不明となったとき
④当行に支払うべき所定の手数料等の未払いが生じたとき
⑤１年以上にわたり本サービスの利用がないとき
⑥相続の開始があったとき
⑦解散、その他営業活動を休止したとき
⑧不正にサービスを利用する等、サービスの中止を必要とする相当の事由
が発生したとき
⑨反社会的勢力であることが判明したとき
[1]お客さまが暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から5年を経
過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動
等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等、その他これらに準ずる者
（以下これらを「暴力団員等」という。）に該当し、または次のいず
れかに該当することが判明した場合
Ａ.暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること
Ｂ.暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有す
ること

Ｃ.自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に
損害を加える目的をもってするなど、不当に暴力団員等を利用し
ていると認められる関係を有すること

Ｄ.暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの
関与をしていると認められる関係を有すること

Ｅ.役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に
非難されるべき関係を有すること

[2]お客さまが、自らまたは第三者を利用して次のいずれか一つにでも該
当する行為をした場合
Ａ.暴力的な要求行為
Ｂ.法的な責任を超えた不当な要求行為
Ｃ.取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為
Ｄ.風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当行の信用を毀損
し、または当行の業務を妨害する行為

Ｅ.その他前各号に準ずる行為
⑩その他お客さまが本規定に違反したとき

３．申込口座の解約
申込口座の解約、またはお客さまの都合で申込口座を変更する場合は、本
サービスは解約の扱いとさせていただきますので、ただちに書面により解約
の届出を行ってください。

４．本サービスが解約等により終了した場合には、お客さまは、解約日までに
発生した本サービス利用に伴う当行に対する手数料等の全額を、当行の指示
に従い、一括して支払うものとします。なお、当行は、すでに支払われた基
本手数料等については、払戻しいたしません。

第20条　サービス内容・規定等の変更
１．サービスの追加
本サービスに今後追加するサービスについて、お客さまは新たな申込みなし
に利用できるものとします。
ただし、当行が指定する一部のサービスについてはこの限りではありませ
ん。サービス追加時には本規定を追加・変更する場合があります。

２．サービスの休止
当行は、システムの維持、安全性の維持、その他必要な事由がある場合は、
本サービスを休止することができるものとし、休止時期、期間および内容に

ついては、当行のホームページその他の方法により通知します。

３．サービスの廃止
本サービスの全部または一部について、当行はお客さまに事前に通知するこ
となく廃止することができるものとします。サービスの一部を廃止する場
合、本規定を変更することがあります。

４．規定の変更
当行は、本規定および利用方法（当行の所定事項を含みます。）を変更する
際は、当行本支店の店頭、ダイレクトメール等当行所定の方法により、お客
さまに告知します。また、変更日以降、本サービスを利用する場合は、変更
後の利用規定等を承認したものとして取扱います。なお、当行任意の利用規
定等の変更により生じた損害については、当行は責任を負いません。

第21条　サービスの利用期間
　本サービスの利用期間は、当初申込日から起算して１年間とし、お客さまま
たは当行から特に申出のない限り、契約期間満了の翌日から更に１年間継続さ
れるものとし、以後も同様とします。

第22条　譲渡・質入等の禁止
　本サービスの利用にかかるお客さまの権利および預金等は、譲渡、質入する
ことはできません。

第23条　関連規定の適用・準用
１．本規定に定めのない事項については、当行の普通預金規定、当座勘定規定
等各種預金規定および振込規定等関係する規定により取扱います。これらの
規定と本規定との間で取扱が異なる場合、本サービスに関しては本規定が優
先的に適用されるものとします。

２．本条に定める各規定は当行本支店窓口に備え付けておりますのでご遠慮な
くお申出ください。

第24条　準拠法・合意管轄
　本契約の契約準拠法は日本法とします。本サービスに関する訴訟について
は、当行本店または申込代表口座開設店の所在を管轄する裁判所を管轄裁判所
とします。

（以　上）
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